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議論に終始すること 初期条件として不可能となる︒きわめ 行政書類に類似した文体および体裁 帯びることは避けがたい︒それが本特集の主旨に合致しているか否 の判断は控えるが、現実問題として、事態がそこまで逼
ひっぱく
迫していることは否定できまい︒ほかな
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創設当初から専門家集団の利害に合致しない異端性を発現していた︒そもそも三十年前には、日本国内に「日本研究」を標榜する学術機関や学会組織など存在しなかった︒ 「日本」を掲げること自体が、国粋・右翼との含意を避けがたかった︒ところが一九九〇年代にいわゆる脱植民地主義の風潮が強まるにつれ、旧来の「国史」 「国文」「国語」などの看板は疑問に付され、学会名や学科名を含め「日本史」 「日本文学」 「日本語」などに模様替えをする傾向が顕著に った︒ 「民族学」が「人類学」に置換されたのとも平行 ︒だ こうし 政治的配慮にもかかわらず、 れぞ の分野の専門性 枠組みは維持され、場合によっては外圧という危機に呼応して かえって強化された︒九〇年代初めのバブル経済崩壊 余波 これに関与している︒景気の悪化は遅からず学術の保守化 連動し、自己の専門領域に忠実な次世代養成へと戦線縮小を図りがちだ︒その裏 は大学院進学生の大半がもはや日本国籍者ではなく、中国語圏や韓国語圏からの留 によって占めら るよう なる、という状況変化も働いた︒欧米圏では将来の就職への利点や評価制度 考慮してか、とりわけ文科系では日本で博士号を取得するとい 意欲に 従来にも増して著し 減退傾向がみられ にいたっ　
専門性の亢進には、就職事情の悪化も響いている︒若い世代の後
継者予備軍は、手堅い研究手法により、比較的短期間に学会 専門誌で評価されるような種類の主題を好ん 選択する傾向が顕著 な
「国際日本研究」の現状と課題
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「外国人客員研究員」 、および他の外部資金あるいは私費で滞在する「来訪研究員」も含めた三十名以上の研究者を受け入れている︒その総数は、専任教授定数十五名の二倍に匹敵 これにはさらに、併設されている総合研究大学院大学・文化科学研究科・国際日本研究専攻の博士課程学生、文部科 省ほか内外の資金により派遣される研 生の受け入れほかが加わる︒日文研を選択するこれらの外人研究員・来訪研究員・客員研究生などは、元来は特定の専門分野
で研練を積んできた場合も多い︒だが日文研という環境にあって、狭い専門に自己限定することなく、近隣領域ある はまったく別の専門領域への越境を目指 傾向も観察される︒これには、受け入れ側の 任教授の多くが、特 の分野で日本のみならず世界的に評価されるだけの実力と見識 発揮する面々 あり 研究部がこれらの教授ほかによって構成されてきたという実績が裏付けと る︒そのうえで、研究部教授は、旧来 教室制の枠が存在し い横並びの開放性を確保し、学際的な広がりを前提とした共同研究ほかの運営責任を負ってきた︒そこからは既存の機関では期待 ない着眼点や、未開拓の分野 つく成果が達成され 創立以来、それなりの社会的評価を得るとともに
（
4）、国籍を問わず各国からの研究者の参画を得て、
国際的な視野から日本研究を推進す うえでの拠点として 他に代えがたい価値のあ 研究所としての地位を確立した
（
5）︒その裏打ちと
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ることをもはや許さない︒そこには大きく四つの新たな要請がなされるに至っている︒①まず、専任教員人事 みならず共同研究会の組織および開催に公募の原則を導入すること︒②十五本を個別・無原則に並列す では く、中期目標に沿って有機的かつ概算要求に直結した計画的立案を行 こと︒③人間文化研究機構を含めた国内の多くの学術機関との連携事業を進めつつ、国外の日本研究関係機関とも積極的 協定 締結し、それに基づいて機関としての成果を達成すること︒④基礎 なる運営交付金 安住するのではなく、科学研究費補助金をはじめとする外部競争資 の獲得に積極的に努め それらを可視的な数値目標 し 着実に達成すること︒　
現在もはやこうした公的な指標に対して批判がましい疑義を提起
することそのものが禁忌に等しい状況を迎えている︒だが組織防衛
という以上に、国際的な視野から日本研究を推進する以上、最小限必要な指摘を加えておきたい︒①時代の要請に即応した公募研究を受け入れることは、かえって長期的な視野での萌芽的研究の芽を摘む結果を招きかねない︒②中期計画という財政的な枠組みに左右されない日本研究を、短期的な国益を離れ、国際的な研究者の参画によって実現する場を否定することは 日文研創設の理念 喪失 ほかならない︒③協定締結は、大学共同利用機関の独立行政法人化（二〇〇六年）
にともない、行政手続き上必要となった手段に過ぎず、
目的ではありえ そもそも大学共同利用研として設置された機関が、業務目的遂行のため、改めて内外の機関と協定を締結し ければ研究業務の提携ができないならば、そ は制度設計上の失敗であって、個別の機関が負うべ 責任ではない︒官僚 構の機能不全のツケを研究の現場に転嫁するのは、問題の履き違いであ ︒④海外と 全方位外交を国是として創設した機関に、海外の個別の研究機関との協定締結を改めて要請するのは、創設以来今日まで日文研が築いてきた国際的信頼の基礎を揺る せにする躓
つまず
きの石となりか


























　「コンソーシアム」体制の運用にあたって、注意すべき基礎的事項をいくつか列挙した ︒①各機関の「先陣争い による個別の論功行賞ではなく、どの機関が率先したにせよ、その利潤 全体が共有できるような、ゆるやかなネットワーク作りが必要となる︒資金や人材の個別提供の有無を超えて、共催事業の定義を広く設定し、コンソーシアムとして 学術的貢献が各構成機関にとって 認証評価その他の場で相互の利益として認定されるような制度的裏打ちが不可欠だろう︒②そ 運営にあたっ は、特定機関事務局 運営の負担が集中しないような工夫が求められる︒行政主導で組織立案を行うと、事務局負担の不公平あるいは過重から、 「プロジェクト経費」などの時期限定資金が切れた段階で、運営が崩壊する危険もある︒③さらに国外との提携は、元来 らば外務省 外郭であ 国際交流基金が担ってきた業 である︒そ と 「非能率」 重複業務
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で支えきれない窮状がさらに悪化しつつある︒このなかで前項にみたような国内コンソーシアム運営、海外ネットワーク拡充ま 要請されることは、 務組織の能力 限界を超える無謀な業務命令 なりかねない︒本来 世界の日本研究者集団と国内 機関を繫ぐハブ機能は、国家がその必要を認めれば、国策の一環と て、別途に予算措置されてしか べき性質のも であろう︒専任教員わずか十五名、任期付き教員を含め三十名足らず 零細な研究組織に、そうした行政的管理業務まで要求する 制度的に危険で いか︒　
②より具体的に述べるなら、創立当初の基礎理念は、国際的視野












政法人化にともなう事務の煩雑化 法人間の業務提携 ための協定締結など面倒な手続きの皺寄せが、大学共同利用機関法人を構成する機関から、本来の機能性や開放性をかえって奪っており、他方では行政改革や法人化に伴う雇用条件の悪化 常勤職員の減少に伴う時間雇用などの拡大により、事務機構をふくめた足腰の弱体化が本来の業務維持すら困難な状況を生んでいる︒　
こうした不利な条件を挽回するには いかなる方策が可能であろ
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術的評価の基準に役立てようとする数値主義が、日本研究の実態への無理解を助長する︒社会科学の場合、専門分野 なかには、一定数の日本専門家が含まれるが、それを学会構成員のなかから抽出することには原 に倒錯があ ︒さらに頻繁な組織改編から日本研究学科が別 東アジア研究部や言語文化学部などに統合され ︒そこでいちいち誰某 日本研究者なのか否かと問うても無 味でだがなぜか行政はこうした無意味な数値 執着する︒この執着とは何か︒それは領土的野心 数値表示 ほかな ま ︒だが苟
いやしく
も日文


















は、必然的 異質であり、またそこでは、日本語も作業言語 ひとつとしての相対的位置を占めることにな ︒
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究』第五四集、二〇一七年一月、一〇五―一二七頁） よび「美術史は全球化しうるか？」 （特集「脱戦後日本美術」 ﹀ 「世界美術史再検討」 ﹃ゲンロン』第三号、二〇一六年、一六九―一八九頁）に公表したので、そちらに譲
